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クラウド技術と法的諸問題 

研究代表者 麻生 典 九州大学大学院芸術工学研究院・助教 

1 本研究の目的 

本研究は、クラウド技術の発展に伴う法的諸問題について、フランス法を比較法の対象としつつ、総合的

に研究しようとするものである。 

クラウド技術との関係でフランス及び欧州で議論されている点は、主に個人情報との関係、著作物の私的

利用との関係、意匠権・3Dプリンターとの関係である。これらの点は議論の濃淡はあれ、我が国でも議論の

対象となっているものである。 

本報告書では紙幅の関係から、フランスと欧州における議論の概略を中心に紹介する。 

2 クラウド技術と法的諸問題 

2-1 個人情報との関係 
（１）EU 一般データ保護規則 

EU は 2016 年に EU 一般データ保護規則（Règlement (UE) 2016/679 du Parlement européen et du Conseil 
du 27 avril 2016 relatif à la protection des personnes physiques à l'égard du traitement des données 
à caractère personnel et à la libre circulation de ces données, et abrogeant la directive 95/46/CE 
(règlement général sur la protection des données)）を採択した。 

本規則の目的は、EU 市民および居住者の個人情報に関するデータをコントロールする権利を尊重し、国際

的な商業と協力の発展に必要なデータの流通を可能とすることにある。欧州の一部であるフランスでも当該

規則を前提に制度設計がなされている。 

まずは、個人情報とクラウドサービスに関する議論の前提として、クラウドサービスの分類を明らかにし

ておこう。フランスにおいてクラウドサービスは、NIST（National Institute of Standards and Technology）

による定義を前提に 1、以下の３種に分けて理解されている 2。 

・Infrastructure as a Service(IaaS): ハードウェア（matéral）とソフトウェアを含むインフラの遠隔

での利用を顧客に提案するサービスの提供で、その費用は実際の利用に対応するサービス。 

・Platform as a Service（PaaS）：アプリケーションの展開と実行を容易にするプラットフォームの追加

的「階層（couche）」を提供するサービス 3。 

・Software as a Service（SaaS）：顧客にソフトウェアの遠隔での利用を提供し、その費用は実際の利用

に対応するサービス。 

クラウドサービスの特徴は、事業者がそのサーバーにおいてデータの所在地を自由に決定して管理するこ

とができる点にある。よって、重要であるのは、当該 EU 一般データ保護規則を前提としたクラウド事業者の

サーバーによる当該個人情報の取り扱いである。もちろん、欧州委員会が適切な保護がなされていると十分

性認定をした国家の所在地にあるサーバーへの記録であれば問題は生じないが（規則 45 条）、それらの要件

を満たさない国家にサーバーを設置し、そのサーバーへのデータ移転を伴うクラウド事業の展開には、当該

規則に対応した契約等が重要となる。 

（２）契約の標準化への取り組み 
クラウド技術の発展を受けて、欧州委員会の主導でクラウドサービス契約におけるデータの取り扱いの検

討が行われてきた 4。フランスにおいては、CNIL（Commission Nationale de l’Informatique et des Libertés）
が、2012 年にクラウドサービスを提供する際に企業が検討すべき事項について明らかにしている 5。 

（３）データポータビリティ 
EU 般データ保護規則は、データポータビリティの権利を明確に認めている点に特徴がある。これに伴いフ

ランスも 2016 年のデジタル共和国法 6において、個人情報データに限らない音楽などを含めた EU 般データ

保護規則よりも広いデータポータビリティの権利を認めている。 

クラウド技術との関係で問題となるのは、管理責任者（responsable du traitement）であるクラウド事業
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者と、その下請者（sous-traitant）が個人情報の管理を行う場合の責任分配についてである。その具体的な

内容については、EU 一般データ保護規則に規定されている。 

管理責任者は「単独で又は他と共同して、個人データの取扱いの目的及び手段を決定する自然人、法人、

公的機関、行政機関又はその他の団体」（規則４条(7)）、下請者は「管理者のために個人データの取扱いを行

う自然人、法人、公的機関、行政機関又はその他の団体」（規則４条(8)）と定義される 7。管理事業者は適

切な技術的及び組織的対策を講じなければならず（規則 24 条 1 項）、下請者を利用する場合には、EU 一般デ

ータ保護規則に基づき適切な技術的及び組織的対策を実施することを十分に保証する下請者のみを利用しな

ければならない（規則 28条 1 項）。このように、管理責任者は下請者を利用する場合には、十分な対策を講

じることができる下請者を利用しなければならない。また、「二者又はそれ以上の管理者が共同して取扱いの

目的及び手段を決定する場合、当該管理責任者は共同管理責任者」となる（規則 26 条）。 

前述のクラウドサービスの類型に従えば、単なるデータのストレージのみを提供するような IaaS の場合に

は個人情報データについて下請者の役割を超えるということはほとんど考えられない一方で、PaaS や SaaS

のようなサービスを提供する場合には管理責任者としてより重い責任が課される可能性がある 8。また、SaaS

と IaaS のサービス提供者は共同管理責任者となる場合もありえる 9。 

以上のように、クラウドサービス事業者はそれぞれのサービスの提供類型に基づいて、個人情報データの

取り扱いに注意する必要がある。ただし、いずれにしてもフランス固有の議論が存在するわけではない。 

2-2 私的利用との関係 
次にクラウドサービスとの関係で問題とされているのが、著作物の私的利用との関係である。特にフラン

スではこの点について議論が多くなされている。ここでは、クラウドサービスとの関係でフランスにおいて

議論の対象となった、NPVR（Network personal video recorder）を取り上げよう。 

NPVR はサーバー上に各ユーザーのパーソナルスペースを設け、遠隔でそのスペースにテレビ番組を録画す

ることを可能とするサービスである。具体的には、ユーザーが録画したい番組を選び、サービス事業者がそ

の番組をサーバー上のユーザースペースに複製することで、ユーザーはいつでも当該番組にアクセスし自己

の様々な機器（タブレット、スマートフォンなど）で鑑賞することが可能となる。 

それゆえ、NPVR はクラウドサービスの一例である。このようなサービスにおいては、複製権と公衆送信権

（フランス法では上演権（droit de représentation）の中に含まれる 10）が問題となる。 

（１）複製権 
まず問題となるのが複製権であり、その中で特に問題となるのが、複製者の概念と著作物の私的使用であ

る。 

 ① 複製者（copiste）概念 
NPVR サービスは実際に番組を鑑賞するのはユーザーであるものの、ユーザーからのリクエストを受けて物

理的に番組を複製しているのはサービス事業者である。こうした状況においては、ユーザーとサービス事業

者のいずれが複製権侵害を引き起こす複製者と判断されるのか。 

この点、フランスでは 1984 年 3 月 7日の破毀院判決（Rannou-Graphie）11が複製者概念を基礎づける判決

とされている。当該事案では、コピー機を設置していた店舗において顧客が自由に複写可能という状況であ

ったが、破毀院は複製者をユーザーではなく当該店舗であるとした。なぜなら、複製の実態を監督、指揮、

コントロールしているのは当該店舗であるからである。そして、複製者は複製の利益を享受する者でなけれ

ばならず、他人のために行う複製は私的使用の例外とはならないとした 12。 

2001年には情報社会における著作権及び関連権の一定の側面の調和に関する 2001年5月22日の欧州議会

及び EU 理事会の指令 2001/29/EC が採択されたが、当該指令においては特に複製者概念について定められる

ことはなかった。よって、複製者の解釈は各国に委ねられたままとなった。 

では、NPVR サービスの場合に、フランスにおいてはいかなる者が複製者となるのか。この点についてフラ

ンスで参考となる判決が、Wizzgo 判決である 13。本サービスも遠隔のデジタルビデオレコードサービスであ

り、テレビ番組をユーザーの PC に複製することが可能とするものであった。パリ控訴院は、番組の複製は複

製者の利用のためではなくユーザーの利用のためになされていることから、Wizzgo 社によってユーザーのた

めになされた番組の複製は複製権を侵害するとした。 

こうした判示内容からすれば、基本的には物理的に複製を行うクラウドサービス事業者が複製者となり、

クラウドサービスの内容によっては当該サービスが提供できなくなる可能性がある。 

 ② 補償金の導入 
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そこでフランスでは、NPVR サービスの利用を促進するために、2016 年 7 月 7日の法（一般に「創作法（loi 

de création）」と称される）14によって、知的財産法典 L.311-4 の２項に以下のような条文が挿入された 15。

「同様に、この報酬は、1986 年 9 月 30 日 86-1067 号の法の意味において、複製が番組の配信前又は残りの

部分のために配信の最中に、自然人によって要求されるという条件の下で、遠隔でのアクセスという手段に

よって、当該自然人に、ラジオ若しくはテレビのサービス業者又はその配信業者の通信回線によって配信さ

れた番組から著作物の私的利用に基づく複製を提供する当該業者又はその配信業者によっても同様に支払わ

れる」。 

当該条文によって、NPVR サービスについては、著作権者への補償金の支払いが義務付けられ、私的利用に

関する条文を改正することなく、当該複製が私的利用に該当することが明らかとされた。すなわち、NPVR の

ような技術の登場によって問題が生じることとなった複製者概念についての条文上の明確化は避け、単に私

的使用に対する補償金の対象とすることのみを規定し、そのサービスを適法なものとしたのである。 

（２）公衆送信権 
番組のサーバー上に複製された後には、ユーザーはストリーミングで再生することも、自身の機器にダウ

ンロードすることも可能である。ダウンロードした場合には番組のインターネットを通じた移転が生じるこ

ととなることから、複製権侵害とならないとしても公衆送信権（droit de communication）との関係が問題

となる 16。 

公衆概念においてはその人数の多寡は問題とならないものの、ユーザーによるダウンロードという行為が、

サービス事業者が行う「公衆」への送信と理解されるのか。テレビ番組のインターネットによる配信は公衆

への送信となるとした欧州司法裁判所の判決もあるが 17、NPVR とは状況が異なる 18。また、ダウンロードに

関しては権利消尽が問題となった欧州司法裁判所の判決もあるが 19、ソフトウェアに関する事例であり安易

に比較できるものではない。この点については、フランスにおいてどのように捉えるべきか、まだ十分な議

論はなされていないようである。 

2-3 意匠権・3D プリンターとの関係 
クラウド技術の発展は、3D プリンターの普及とともに、意匠法のあり方にも影響を及ぼしている。この点

もフランスに特有の議論ではないが、クラウド技術との関係が問題となることから言及しておこう。 

欧州の意匠保護システムが有する機能ついての評価が 2014 年から始まっており、2015 年には「欧州にお

ける意匠のエコノミックレビュー（The Economic Review of industrial Design in Europe）20」、2016 年に

は「欧州における意匠保護のリーガルレビュー（Legal review on industrial design protection in Europe）
21」という報告書が、欧州委員会の HP でそれぞれ公開されている。リーガルレビューでは、現在の EU にお

ける意匠保護の法的枠組みが技術的進歩に照らして改訂が必要かどうかを検討するとして、3D プリンターの

問題が取り上げられている。 

上記のレビューにおいて、3D プリンターについては、利用者それぞれの要求に対応する製品のカスタマイ

ゼーションという特徴、製品データ自体のやりとりが増加するという特徴、そして、意匠の実施が個人的・

家庭的範囲において行われる機会が増加するという特徴があると指摘される。 

ところで、欧州共同体意匠規則 20 条(1)(a)と欧州共同体意匠指令 13 条(1)(a)は、それぞれ、「私的に、非

商業目的で行われる行為」には意匠権の行使はできないと規定している。この規定は、個人的・家庭的な実

施にまで意匠権の権利行使を認めるのは適切ではなく、意匠権は市場における利用においてのみ保護される

という趣旨でおかれている。我が国では「業として」の解釈で検討される点であるが、欧州では当該規定に

より、3D プリンターによる個人的・家庭的な実施には意匠権侵害を問えないということになる。一方で、TRIPs

協定は、その 26 条(2)において意匠の保護の例外について、「加盟国は、第三者の正当な利益を考慮し、意匠

の保護について限定的な例外を定めることができる。ただし、保護されている意匠の通常の実施を不当に妨

げず、かつ、保護されている意匠の権利者の正当な利益を不当に害さないことを条件とする」と規定してい

る。 

こうした法的な前提と、3Dプリンターが有する利益とリスクの利益衡量に基づいて、リーガルレビューで

は以下の３つの観点から 3D プリンターと意匠法との関係を検討している。 

まず、著作権に関する情報社会指令の「公正な補償」の観点である。2001 年の情報社会指令は、デジタル

環境における権利者の著作物のコントロールと例外規定のバランスを考慮し、５条２(b)で構成国に公正な補

償を伴った私的利用における複製権の制限を認めている。一方で、先に述べたように、欧州共同体意匠規則

および指令は、意匠の個人的・家庭的実施に対する例外を認めつつも補償金の支払いは必要としていない。



 

4 

 

次が、「私的に、非商業目的で行われる行為」の観点である。現在のところ 3Dプリンターは、個人による実

施も限定的な範囲にとどまっているが、将来的にはこうした個人的実施が爆発的に拡大する可能性がある。

最後が、仲介業者の責任の観点である。3D プリンターのエンドユーザーへの権利行使は、通常その行為が１

ヶ所で集中的に行われるものではないことから現実的にはかなり困難である。一方で、エンドユーザーの設

計図のダウンロードを容易にするサイトの提供者や、エンドユーザーの発注に応じて製品をプリントアウト

する業者などの仲介業者がすでに多く存在している。そこで、著作権の分野で検討されてきたインターネッ

トサービスプロバイダーに対する責任の議論を、仲介業者にも援用できるかが問題とされている。 

リーガルレビューでは上記の観点から 3D プリンターと意匠法との関係で４つの方策が推奨されているが、

クラウド事業者の責任は、その仲介業者の責任に含まれるものと考えられる可能性がある。 

その推奨策の２番目と３番目に仲介業者の責任が検討されている。 

まず、擬制侵害規定の創設である。これは、仲介業者に対する権利行使の可能性を意図するものである。

1975 年に署名された共同体特許条約（Community Patent Convention）の 26 条のように、3D プリンティング

のためのファイルのアップロードを防ぐことなどを目的に、私的領域における実施に対する擬制侵害規定（我

が国の意匠法でいうところの間接侵害規定：38 条）を設けることが推奨されている。次が、追加的または代

替的な救済手段として、意匠侵害を可能とする行為を行っている仲介業者に責任を負わせる規定を導入する

ことが推奨されている。立法モデルとしては、著作権者の許諾を得ることなく、著作権により規制される行

為を他の者に許諾する行為を著作権侵害とする、イギリス著作権法 16 条(2)が想定されている。 

このように、将来的には、欧州においては 3D データのクラウド上への保存についての責任がクラウド事業

者に課される可能性がある。 

2-4 おわりに 
クラウド技術が発達しても、当該技術については従来の法制度および解釈論で対応されるのが通常である。

欧州レベルでの議論という意味では個人情報の取り扱いと意匠権・3D プリンターについて、フランスにおけ

る議論という意味では著作物の私的利用に関する議論が中心に行われている。 

フランスにおいては、クラウドサービスにおける著作物の私的利用について、ネットワーク上での番組の

録画については私的使用に該当するとし、補償金の対象として解決を図っている。その是非はさておき、我

が国で激しい議論の対象となっている複製主体（複製者）の議論を回避して、クラウド技術が引き起こす私

的利用の問題を立法で解決している点が特徴的である。ただし、こうした権利制限手法がベルヌ条約のスリ

ーステップテストに合致するかは疑問があるとの指摘もあるところである 22。我が国ではロッカー型クラウ

ドサービス（プライベート・ユーザーアップロード型）については複製者がユーザーであり、著作権法 30

条の規定における私的利用に該当すると考えているが 23、NPVR は当該形態に当てはまるものではなく、フラ

ンスの議論・立法は我が国でも参考になるところがあろう。 

意匠権との関係では、我が国では 3D データについては当該データがプログラムに該当するかが問題であり、

それを満たした上で「のみ」品に該当するか否かが問題とされている 24。3D データの意匠法上の取り扱いと

の関係において我が国でクラウド事業者に責任を負わせるという議論は存在していないように思われるが、

欧州での議論を受けて我が国でも今後検討していく必要があろう。 

詳細は、日本法との比較も含めて別稿で明らかにする予定である。 
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